
兵庫県伊丹市と使⽤電気の脱炭素化促進に関する連携協定を締結兵庫県伊丹市と使⽤電気の脱炭素化促進に関する連携協定を締結
公共施設と市内企業による「再⽣可能エネルギー等の⾮化⽯エネル公共施設と市内企業による「再⽣可能エネルギー等の⾮化⽯エネル
ギー電⼒の共同調達」の⽀援を開始ギー電⼒の共同調達」の⽀援を開始

〜「エネオク」「グリーンチケット」を活⽤した再⽣可能エネルギー電⼒調達を推進〜〜「エネオク」「グリーンチケット」を活⽤した再⽣可能エネルギー電⼒調達を推進〜

株式会社エナーバンク（共同創業者 代表取締役：村中 健⼀、本社：東京都中央区）は、兵庫県伊丹市（伊丹市⻑：藤原株式会社エナーバンク（共同創業者 代表取締役：村中 健⼀、本社：東京都中央区）は、兵庫県伊丹市（伊丹市⻑：藤原

保幸）と使⽤電気の脱炭素化促進に関する連携協定を締結し、当社が運営する電⼒リバースオークションサービス「エネ保幸）と使⽤電気の脱炭素化促進に関する連携協定を締結し、当社が運営する電⼒リバースオークションサービス「エネ

オク」、環境価値取引サービス「グリーンチケット」のデジタルソリューションを活⽤し、市内企業等向けに再⽣可能エオク」、環境価値取引サービス「グリーンチケット」のデジタルソリューションを活⽤し、市内企業等向けに再⽣可能エ

ネルギー等の⾮化⽯エネルギー電⼒への切替を促進するプロジェクトを開始しました。ネルギー等の⾮化⽯エネルギー電⼒への切替を促進するプロジェクトを開始しました。

 

 

プロジェクトの背景、特徴プロジェクトの背景、特徴

 2022年5⽉に成⽴・公布された省エネ法改正では、⾮化⽯エネルギー（再エネ等）への転換を促すため、特定事業者

等に対し、新たに⾮化⽯エネルギー利⽤割合向上に関する計画の作成や利⽤状況の定期報告が求められることとなりまし

た。また、⼤⼿企業が契約先に対して再エネ電⼒の導⼊を要請する動きもでてきています。

 ⼀⽅で、夏季や冬季における電⼒のひっ迫や、ウクライナ情勢等の影響による原油価格の⾼騰等により、電⼒価格は⼤

幅に値上がりしています。需要家側は個別で再エネ電⼒の調達を電⼒会社と交渉するよりも、需要家が共同で調達するこ需要家側は個別で再エネ電⼒の調達を電⼒会社と交渉するよりも、需要家が共同で調達するこ

とで「値上げの抑制」「再エネ電⼒の導⼊」の両⽴を期待できます。とで「値上げの抑制」「再エネ電⼒の導⼊」の両⽴を期待できます。これに加え、現状の電⼒市場の先⾏きが不透明なた

め電⼒需給契約の⾒直しを希望しないものの、再エネ電⼒の導⼊を希望する事業者等も想定されることから、こうした事

業者向けに⾮化⽯証書の導⼊⽀援を⾏うことも検討しています。

《共同調達のメリットイメージ》《共同調達のメリットイメージ》
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報道関係各位 株式会社エナーバンク



参加申込み参加申込み

▶専⽤のWEBサイトから無料で申込みできます▶専⽤のWEBサイトから無料で申込みできます

https://itami-city.eneoku.com/

《募集概要》《募集概要》

・申込条件：兵庫県伊丹市内に事業所を有する事業者及び団体

・参 加 費：無料

・受付期間：2022年7⽉25⽇ 9時 〜 9⽉30⽇ 17時まで

・市内事業者向け説明会：第1回 2022年8⽉19⽇ 14時〜 1時間程度zoomにて開催（予定）

※第2回、第3回の説明会は専⽤WEBサイトにて周知します

 

伊丹市との連携事項伊丹市との連携事項

 伊丹市は、環境基本計画に掲げた「環境が⼤切にされ暮らしやすさと調和したまち」の実現と脱炭素社会の実現のため

、市⺠、事業者の皆様とともに地球温暖化対策を積極的に進めていくこととしています。

 本事業は、この取り組みの⼀環として、市域内での再⽣可能エネルギー等の⾮化⽯エネルギーの普及促進のため、市内市域内での再⽣可能エネルギー等の⾮化⽯エネルギーの普及促進のため、市内

事業者等が所有する施設における「使⽤電気の脱炭素化」を推進することを⽬的としています事業者等が所有する施設における「使⽤電気の脱炭素化」を推進することを⽬的としています。

 具体的には、上記の考えに賛同する市内事業者等を募り、電⼒調達の共同⼊札を実施することでスケールメリットを活

かし、低廉な価格で再⽣可能エネルギー電⼒等の調達を可能とすることで、市域から発⽣する温室効果ガスの削減を図る

ものとなっています。

 この度、当社は電⼒調達の共同⼊札を実施する者として、伊丹市と連携協定を締結しました。この度、当社は電⼒調達の共同⼊札を実施する者として、伊丹市と連携協定を締結しました。

《伊丹市ホームページ》

https://www.city.itami.lg.jp/SOSIKI/SOGOSEISAKU/GREEN/denryoku_kyoudouchoutatu/30092.html

 

ゼロカーボンシティ推進⽀援プラットフォームゼロカーボンシティ推進⽀援プラットフォーム

 世界的なエネルギー調達コストの⾼騰により卸電⼒取引市場（JEPX）の⾼⽌まりが⻑期化する状況下において、需要

家はエネルギーのコストを抑制したい、不安定な要素を排除して脱炭素を推進したいというニーズが⾼まっています。需需

要家向けの電⼒調達サービスとして3,000を超える法⼈企業、官公庁・⾃治体の施設に導⼊実績のある「エネオク」は電要家向けの電⼒調達サービスとして3,000を超える法⼈企業、官公庁・⾃治体の施設に導⼊実績のある「エネオク」は電

気に加え、環境価値や太陽光発電設備の導⼊を検討する需要家と提供事業者のマッチングをデジタル上でサポートする統気に加え、環境価値や太陽光発電設備の導⼊を検討する需要家と提供事業者のマッチングをデジタル上でサポートする統

合プラットフォームに進化します。合プラットフォームに進化します。

統合プラットフォーム：https://prtimes.jp/main/html/rd/p/000000052.000038798.html

https://itami-city.eneoku.com/
https://www.city.itami.lg.jp/SOSIKI/SOGOSEISAKU/GREEN/denryoku_kyoudouchoutatu/30092.html
https://prtimes.jp/main/html/rd/p/000000052.000038798.html


◎電⼒リバースオークション「エネオク」サービスサイト

https://auctions.enerbank.co.jp/green/

◎官公庁⾃治体様向け「ゼロカーボンシティ推進⽀援」サービスサイト

https://www.enerbank.co.jp/zero-carbon-city

◎官公庁⾃治体様向けサービス紹介動画

https://youtu.be/iYrGLrPJ2z0

■本件に関するお問合せは下記窓⼝からご連絡ください

・官公庁・地⽅⾃治体関係者様 https://form.run/@RE-guide1

・⼩売電気事業者様 https://form.run/@RE-guide2

・RE100・SDGsをご検討の⺠間事業者様 https://form.run/@RE-guide3

・販売パートナーをご検討の⽅ https://form.run/@RE-guide4

■会社概要

株式会社エナーバンク

共同創業者 代表取締役：村中健⼀

共同創業者 取締役COO：佐藤丞吾

共同創業者 取締役CTO：関根⼤輔

住所:103-0027 東京都中央区⽇本橋2丁⽬1-17丹⽣ビル2階

電話:03-6868-8463

URL: https://www.enerbank.co.jp/

株式会社エナーバンクのプレスリリース⼀覧

https://prtimes.jp/main/html/searchrlp/company_id/38798

【本件に関する報道関係者からのお問合せ先】

株式会社エナーバンク

担当：佐藤、⼭之内

住所：103-0027 東京都中央区⽇本橋2丁⽬1-17丹⽣ビル２階

電話：03-6868-8463

Mail：info@enerbank.jp

ホームページ: https://www.enerbank.co.jp/

https://auctions.enerbank.co.jp/green/
https://www.enerbank.co.jp/zero-carbon-city
https://youtu.be/iYrGLrPJ2z0
https://form.run/@RE-guide1
https://form.run/@RE-guide2
https://form.run/@RE-guide3
https://form.run/@RE-guide4
https://www.enerbank.co.jp/
https://prtimes.jp/main/html/searchrlp/company_id/38798
https://www.enerbank.co.jp/
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